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日本GDP成長率(2021年10－12月期) プラス成長へ
オミクロン株の感染拡大で再び消費が低迷する可能性も
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出所）図表1、2は内閣府のデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

図表１：2021年第4四半期はプラス成長に回復

GDP（国内総生産）とは？
Gross Domestic Productの略で、国内において一定期間内に新たに生産されたモノやサービスな
どの合計金額。その国の経済力の目安に用いられる。
前年同期や前期と比べ、どのくらい増加（減少）したのかを見ることで、国内の経済成長を推定す
ることが可能となる。GDPの増減率を％で表したものを『GDP成長率』と呼ぶ。

図表２：感染再拡大で消費マインドが低下回復基調にあった個人消費が低迷する可能性も
年明け以降、国内でオミクロン株による新型コロ
ナウイルスの感染が拡大しました。他の変異株に
比べ重症化リスクは低いとされているものの、足
元では1日あたり死者数が昨夏の第5波を超え、
一部の地域では医療のひっ迫も深刻となっていま
す。政府は、13都県に適用中のまん延防止等重点
措置の期間を3月6日まで延長することを決定しま
した。今後は飲食店等の営業時間短縮や酒類提供
の停止などで、個人消費が再び停滞することも懸
念されます。消費者の心理を示す消費者態度指数
は、感染拡大を受け1月は大幅低下となり（図表
2）、回復基調にあった個人消費の低迷が予想され
ることから、2022年1－3月の実質GDPは再びマ
イナス成長に転じる可能性もありそうです。

※消費者態度指数（（2人以上の世帯、季節調整値）の推移
＊消費者の今後6ヶ月間の消費マインド（心理）を示す指標。景
気の先行指数とされ、50を超えれば消費意欲が旺盛で、下回れ
ば意欲が減退していることを示す。
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2021年10－12月期GDP成長率はプラス成長
内閣府が15日に発表した、2021年10－12月期
の実質GDP（国内総生産）成長率（季節調整済み、
1次速報値）は、前期比年率5.4％増となりました。
事前予想の同6.0％増をやや下回ったものの、前四
半期のマイナス成長からプラス成長に転じました
（図表1）。項目別でみると、民間消費（個人消
費）が最も寄与しました。2021年9月末をもって
緊急事態宣言およびまん延防止等重点措置が解除
され、宣言期間中に抑制されていた外食や宿泊な
どのサービスへの需要が大幅に伸びたことが要因
とみられます。また、景気回復が進む欧州や米国
などへの海外向け生産が増加したことから、外需
(輸出－輸入)も小幅ながらプラスの寄与となりま
した。
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※実質GDP成長率（前期比年率）と項目別寄与度の推移
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